地域密着型通所介護へ移行する（みなし指定を受ける）事業所

地域密着型通所介護への移行に係る手続き


みなし指定となるため、移行に係る手続きは不要です。


　その他の取扱いについては、以下のとおりとします。





◆各種届出等の提出先について


変更届・休止届・廃止届・再開届


・事由発生日（変更日・休止日・廃止日・再開日）平成28年3月31日以前…県に提出


・　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　  平成28年4月1日以降…市町に提出





介護報酬算定に係る体制等に関する届出


・４月異動分（平成28年3月15日提出締切分）以前…県に提出


・５月　〃　（平成28年4月15日　　〃　　）以降…市町に提出


　※処遇改善加算に係る届出について


移行後は所管市町への提出が必要ですが、平成28年度計画書は、現行どおり２月末までに県へご提出下さい。





指定更新申請


・みなし指定の有効期間は、移行前の通所介護の有効期間が終了するまでであり、有効期間満了日以降については、各市町の更新申請が必要となります。


・所在市町以外の被保険者について、みなし指定を受け、平成28年4月1日以降に、新たな被保険者の利用のために当該他市町に指定申請をした上で、指定を受けた場合、当該事業所の指定の有効期間は、平成28年4月1日以降の指定申請に基づき指定を受けた日から６年です。





宿泊サービスに関する届出


・事由発生日（開始日・変更日・休止日・廃止日）平成28年3月31日以前…県に提出


・                　　〃　　　　　　　　 　　 平成28年4月1日以降…市町に提出





業務管理体制に関する届出


地域密着型通所介護に移行した結果、以下２つの条件を満たす事業者（法人）については、


４月以降、届出先が各市町へと変更になります。


①実施しているサービスが地域密着型サービスのみの場合


（※介護予防サービスを併せて実施している場合は、現行どおり県所管です。）


②事業所等が１つの市町内に所在する場合


　（※事業所等が２つ以上の市町に所在する場合は、現行どおり県所管です。）





◆所在市町以外の他市町の被保険者（利用者）の受け入れについて


・平成28年3月31日において、利用している（利用契約の有る）被保険者の場合


→平成28年4月1日以降もみなし指定を受けるので、継続して利用することが可能です。


・平成28年4月1日以降に、新たに利用する被保険者の場合


→当該他市町の指定を受ける必要があります。


　※みなし指定の対象は「通所介護」であり、介護予防通所介護の利用者は対象ではありません。





◆運営推進会議について


概ね６月に１回以上の運営推進会議の開催が必要となります。


（※市町によっては開催回数等が異なる場合も有ります。）





◆法人の定款について


地域密着型サービスへ移行することに伴い、定款の記載の変更を要する場合があります。








